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資料１

エネルギー総合戦略 見直しスケジュール

・年３回程度有識者による「エネルギー戦略推進会議」を開催して議論

・推進会議の開催前に各委員に資料を送付し、意見を照会

・並行して、事業者や庁内のヒアリングを行い、現場の意見を戦略案に反映

月 エネルギー戦略推進会議 庁 内 等

７

８

９

10

11

12

１

２

３

第１回

骨子の検討

第２回

中間案とりまとめ

第３回

最終案とりまとめ

策定・公表

パブリックコメント

庁内関係課会議

事業者ヒアリング

庁内関係課会議

庁内取組ヒアリング



現エネルギー総合戦略の概要

（経済産業部産業革新局エネルギー政策課）

・カーボンニュートラル社会の実現のために、再生可能エネルギーの最大限の導入

促進を第一においている。

・今ある技術や社会インフラを前提に 2030 年までに直ちにできることを中心に取組

を記載

※Ｂ評価は「現状値」が「期待値」の推移の±30％の範囲内のもの

区 分 概要 考え方、進捗等

目指す姿
2050 年カーボンニュートラル社会の実現

本県での「経済と環境の好循環」の形成

県の2050年カーボンニュー

トラル宣言を反映

計画期間
2022 年度（令和４年度）～

2030 年度（令和 12 年度）（９年間）
県温対計画の終期と一致

2030 年

目標

温室効果ガス排出量削減率 △46.6％ (2022)△21.2％ (Ｂ)

エネルギー消費量削減率 △28.6％ (2022)△13.6％ (Ｂ)

再生可能エネルギー導入量 84.7 万 kl (2023)61.8 万 kl (Ｂ)

県内の電力消費量に対する再生可能エネ

ルギー等の導入率 30.6％
(2023)23.0％ (Ｂ)

森林の多面的機能を持続的に発揮させる

森林整備面積 11,490ha（毎年度）

(2023)9,613ha

(基準値以下)

戦略の

柱立て

１ 再生可能エネルギー等の最大限の導

入促進

２ 脱炭素化に合わせた産業の振興

３ 二酸化炭素の吸収源対策

４ 徹底した省エネルギーの推進

再エネ導入拡大を第一

吸収源対策にも目配せ

資料 2-1



・静岡県総合計画をエネルギー政策の面から補完する分野別計画

・計画期間：2022～2030（９年間）

・計画期間の2030年までは直ちにで
きることを実行

・併せて2050年を見据え長期的視点
での取組を平行して実行

【2030 年度の目標】

県内の温室効果ガス排出量

削減率 46.6％以上

（2013 年度比）

◎戦略の柱立て

成果指標 現状値 目標値

エネルギー消
費量削減率
（2013 年度比）

(2018 年度)
△6.5％

(2030 年度)
△28.6％

「ふじのくにエネルギー総合戦略」概要

◎現状と課題

１ 再生可能エネルギーの
最大限の導入
・あらゆる部門・場所への再エ

ネ導入拡大が不可欠だが、大

規模設備には地域や環境と

の共生が課題

・再エネの出力変動、賦課金の

増加による国民・経済界の負

担増、災害時の電力確保等が

課題

２ 産業活動の脱炭素化
・世界的な脱ガソリン車の動き

のなか、産業の EV シフトへ

の対応、充電施設や水素ステ

ーション等のインフラ整備

が必要

・水素エネルギーの一層の活用

には、水素需要の喚起と、供

給コストの低減が課題

３ 二酸化炭素の吸収源対策
・森林・海洋等は巨大な二酸化

炭素吸収源として期待され

る一方、森林資源の循環利用

やバイオマスの供給体制の

整備、新たな吸収源である

海洋資源やカーボンリサイ

クル産業の取組の加速化が

必要

４ 省エネルギー社会の形成
・非電化部門の電化の推進によ

り、電力需要は増加の見通し

で、再生可能エネルギーの導

入拡大などの供給側の対応

だけでなく、使用する側での

対応も不可欠

◎目指す姿 ◎戦略推進のための主な重点取組

2050 年
カーボンニュートラル
社会の実現

本県での「経済と環境の
好循環」の形成

・各家庭や事業所への太陽光発電設

備の導入促進

・地域資源を生かした再エネ導入拡

大（小水力・バイオマス等）

・再エネの出力変動に対応するため

の VPP の社会実装を推進

・化石燃料から電力への転換対応

・産業エネルギーの電化を支援

・電化が難しい分野での脱炭素エネ

ルギー（水素等）の導入促進

⇒技術開発等の国の施策に対応し、

本県産業のカーボンニュートラ

ルエネルギーの研究開発や、事業

化を支援

・森林等の二酸化炭素吸収源の確保

・「ブルーカーボン」の活用を通じ

た産業の振興

・産業、業務、家庭、運輸それぞれ

の分野での徹底した省エネルギ

ー対策

取組内容 活動指標 目標値

太陽光

●新築住宅の約７割と年間 1,500件の事業所への太
陽光発電設備やソーラーカーポートの導入促進

●営農型太陽光発電設備の導入促進
●協議会を通じた VPP の社会実装の推進

太陽光発電
導入量
(うち家庭用)

（2030 年度）
334.3 万 kW
（110.6 万 kW）

小水力・
バイオマス・
地熱

●事業者の初期負担の軽減支援による、小水力・バ
イオマス発電の導入促進

●木質バイオマスの安定供給確保、副産物・残さの
バイオマス利用促進

中小水力・
バイオマス発
電導入量

（2030 年度）
27.4 万 kW

取組内容 活動指標 目標値

次世代自動
車の運転環
境整備

●プラットフォームを通じた、県内企業の EV 化へ
の支援

●EV 充電器や水素ステーションなどのインフラ整
備の推進

EV 充電器
設置数
水素ステーシ
ョン設置数

（2030 年度）
5,000 基
（2030 年度）
15 基

モデル地域
形成

●水素や再エネによる自立・分散型エネルギーシス
テムを活用した地域づくりの支援・県内への展開

水素や再エネを
活用した持続可
能なモデル地区

（2030 年度）
３カ所

取組内容 活動指標 目標値

森林資源の
活用

●適切な森林整備、施業集約化等による木質バイオ
マス資源の安定供給、未利用資源の供給体制整備

●早生樹等の木質バイオマス用材等を生産する森
林の造成・育成

木質バイオマ
ス（チップ）
用材生産量

（毎年度）
10万 m3

ﾌﾞﾙｰｶｰﾎﾞﾝ ●「ブルーカーボン」の活用に向けた取組推進 － －

＜戦略３＞二酸化炭素の吸収源対策

＜戦略４＞徹底した省エネルギーの推進

取組内容 活動指標 目標値

中小企業支援
ZEB、ZEH

●中小企業の省エネ・再エネ導入に対するワンスト
ップ相談窓口の設置、中小企業が取り組む省エネ
診断・設備導入への支援

●県有施設への再エネ・省エネ設備の率先導入

BELS 認証を受
けた住宅件数

（2025 年度）
累計 104 件

ライフスタイル・
ビジネススタイル

●環境ビジネス、ESG 金融の普及拡大
●RE100 等の再エネ利用の促進、環境価値証書等の
県民への普及

ふじのくに COOL チャレンジ
「クルポ」アクション数

（2025 年度）
360,000 回

＜戦略１＞再生可能エネルギー等の最大限の導入促進

＜戦略２＞脱炭素化に合わせた産業の振興

◎現状と課題

成果指標 現状値 目標値

再生可能エネ
ルギー導入量

(2019 年度)
49.7 万 kl

(2030 年度)
84.7 万 kl

電力消費量に
対する再エネ
等の導入率

(2019 年度)
17.2％

(2030 年度)
30.6％

成果指標 現状値 目標値

森林の多面的
機能を持続的
に発揮させる
森林整備面積

(2020 年度)
10,314ha

（毎年度）
11,490ha

00215509
テキストボックス
資料２－２
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ふじのくにエネルギー総合戦略

進捗評価書

令和７年３月

静 岡 県

資料２－３
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第１ はじめに

１ 評価の目的

・県は、令和４年３月、国の 2050 年カーボンニュートラルの実現と歩調を合わせ、

県内での経済と環境の好循環の形成を目指す「ふじのくにエネルギー総合戦略」

を策定した。

・本戦略では、「再生可能エネルギー等の最大限の導入促進」、「脱炭素化に合わせた

産業の振興」、「二酸化炭素の吸収源対策」、「徹底した省エネルギーの推進」の４

つの戦略の柱により、「2050 年カーボンニュートラル社会の実現」に向けて、具体

的な取組を進めていく。

・カーボンニュートラルの達成には県民の協力が不可欠であり、施策の適切な進捗

管理と、その内容を広く明らかにすることで、理解と賛同を得ながら、県民総が

かりで取組を推進することを目的とする。

２ 評価の方法

・進捗の評価は、ＰＤＣＡサイクルにより、毎年度の評価を行う。

・評価は、数値目標の達成状況、取組の状況（Plan→Do）、進捗評価（Check）、今後

の取組（Action）の観点から整理し、県において自己評価を行う。

・進捗状況の評価区分は以下のとおりとする。

【評価区分】

◆維持目標以外

※ 計画最終年度（2030 年度）に目標を達成するものとして、基準値から目標値に向

けて各年均等に推移した場合における各年の数値を「期待値」とする。

◆維持目標

評価区分 判断基準

目標値以上 「現状値」が「目標値」以上のもの

目標値
～

基準値

Ａ 「現状値」が「期待値」の推移の＋30％ ～「目標値」の範囲内のもの

Ｂ 「現状値」が「期待値」の推移の±30％の範囲内のもの

Ｃ 「現状値」が「期待値」の推移の－30％ ～「基準値」の範囲内のもの

基準値以下 「現状値」が「基準値」以下のもの

― 統計値等発表前、当該年度に調査なし等

評価区分 判断基準

目標値以上 「現状値」が「目標値」以上のもの

Ｂ 「現状値」が「目標値」の 85％以上 100％未満のもの

Ｃ 「現状値」が「目標値」の 85％未満のもの

基準値以下 「現状値」が「基準値」以下のもの

― 統計値等発表前、当該年度に調査なし等
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第２ 進捗評価と今後の施策展開

１ 目標（成果指標）に対する進捗状況

※1：太陽光発電、風力発電、水力発電、バイオマス発電、温泉熱発電、太陽熱利用、バイオマス熱利用の原油換算

の合計値

※2：県内の電気のエネルギー消費量に対する再生可能エネルギーによる発電及び大規模水力発電の導入量の比率

※３：2023 年度の都道府県別最終エネルギー消費量は公表されていないため、県内の電力消費量は 2022 年度（速報

値）と同等として試算

【再生可能エネルギー導入量及び導入率の推移】

※発電合計には、大規模水力発電による発電量を含み、熱利用を含まない。

項 目 基準値 実績値 目標値 評価

県内の温室効果ガス排出量削減率

（2013 年度比）

(2018 年度)

△13％

(2022 年度)

△21.2％
△46.6％ Ｂ

エネルギー消費量削減率

（2013 年度比）

（産業＋運輸＋家庭＋業務部門）

(2018 年度)

△6.5％

(2022 年度)

△13.6％
△28.6％ Ｂ

再生可能エネルギー導入量※１

(2019 年度)

49.7 万 kl

(2023 年度)

61.8 万 kl
84.7 万 kl Ｂ

県内の電力消費量に対する再生

可能エネルギー等の導入率※２

(2019 年度)

18.3％

(2023 年度)

23.0％※３

30.6％ Ｂ

森林の多面的機能を持続的に発揮

させる森林整備面積

(2020 年度)

10,314ha

(2023 年度)

9,613ha

毎年度

11,490ha
基準値以下

項目

2019 年度
（基準） 2021 年度 2022 年度 2023 年度

設備容量
(万 kW)

設備容量
(万 kl)

設備容量
(万
kW)

設備容量
(万 kl)

設備容量
(万
kW)

設備容量
(万 kl)

設備容量
(万 kW)

設備容量
(万 kl)

太陽光発電 210.7 29.5 238.3 33.3 249.8 35.0 255.9 35.8

うち家庭用 55.3 7.7 63.1 8.8 68.7 9.6 72.7 10.2

風力発電 19.1 4.0 21.1 4.4 20.9 4.4 20.9 4.4

バイオマス発電 5.0 3.1 5.0 3.1 13.6 8.5 13.6 8.5

中小水力発電 1.3 0.6 1.3 0.6 1.4 0.7 1.4 0.7

温泉熱発電 0.01 0.0069 0.01 0.0069 0.01 0.0069 0 0

太陽熱利用 － 7.2 － 7.2 － 7.2 － 7.2

バイオマス熱利用 － 5.3 － 5.3 － 5.3 － 5.3

再生可能エネルギ

ー導入量
－ 49.7 － 54.0 － 61.0 － 61.8

発電合計(Ａ) － 45.2 － 49.5 － 56.4 － 57.3

最終エネルギー消費

量（電気）(Ｂ)
－ 247.5 － 252.0 － 249.0 － 249.0

再生可能エネルギー

等の導入率 (A)/(B)
－ 18.3 － 19.6 － 22.7 － 23.0
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【再生可能エネルギー導入量の推移】

0.0

50.0

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

太陽光発電 風力発電 バイオマス発電

中小水力発電 温泉熱発電 太陽熱利用

バイオマス熱利用
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２ 活動指標の達成状況

３ 戦略の柱ごとの分析

戦略１＜再生可能エネルギーの最大限の導入促進＞

○活動指標

区 分

指標数（達成状況区分別）

計目標値

以 上
Ａ Ｂ Ｃ

基準値

以 下

１ 再生可能エネルギーの

最大限の導入促進
０ ３ １ １ ０ ５

２ 脱炭素化に合わせた

産業の振興
０ １ ２ ３ ０ ６

３ 二酸化炭素の

吸収源対策
１ ０ ０ １ ２ ４

４ 徹底した省エネルギー

の推進
２ ２ １ １ ０ ６

合 計 ３ ６ ４ ６ ２ ２１

指標
（年度）

基準値

（年度）

現状値

（年度）

目標値
評価

太陽光発電導入量

(2020 年

度）

226.3 万 kW

(2023 年度)

255.9 万 kW

(2030 年度)

334.3 万 kW
Ｂ

家庭用太陽光発電

（10kW 未満）導入量

(2020 年

度）

59.0 万 kW

(2023 年度)

72.7 万 kW

(2030 年度)

110.6 万 kW
Ｃ

バイオマス発電導入量

(2020 年

度）

5.0 万 kW

(2023 年度)

13.6 万 kW

(2030 年度)

26.0 万 kW
Ａ

中小水力発電導入量

(2020 年

度）

1.3 万 kW

(2023 年度)

1.4 万 kW

(2030 年度)

1.4 万 kW
Ａ

静岡県創エネ・蓄エネ技術開発推

進協議会において、技術開発に取

り組むワーキンググループ数

(2020 年

度）

８件

(2023 年度)

11 件

(2030 年度)

13 件
Ａ
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戦略２＜脱炭素化に合わせた産業の振興＞

○活動指標

戦略３＜二酸化炭素の吸収源対策＞

○活動指標

指標
（年度）

基準値

（年度）

現状値

（年度）

目標値
評価

エネルギー関連機器・部品製

品化 支援件数

(18～20 年度）

累計９件

(2022～2023

年度)

累計８件

(2030 年度)

累計 12 件
Ａ

次世代自動車分野における

試作品開発等支援件数

(19～20 年度）

累計 38 件

(2022～2023

年度)

累計 38 件

(2030 年度)

累計 84 件
Ｂ

ＥＶ、ＰＨＶ、ＦＣＶの普及

台数

(2020 年

度）

10,685 台

(2023 年度)

15,191 台

(2030 年度)

413,140 台
Ｃ

電気自動車用充電機器設置

数

(2020 年

度）

970 基

(2023 年度)

1,237 基

(2030 年度)

5,000 台
Ｃ

水素ステーション設置数

(2020 年

度）

３基

(2023 年度)

６基

(2030 年度)

15 基
Ｂ

再エネや水素を活用した持

続可能なまちづくりに関す

るモデル地区

(2020 年

度）

０件

(2023 年度)

０件

(2030 年度)

累計３か所
Ｃ

指標
（年度）

基準値

（年度）

現状値

（年度）

目標値
評価

森林の二酸化炭素吸収量を

確保する間伐面積

(2020 年度)

8,408ha

(2023 年度)

8,007ha

(毎年度)

9,990ha
基準値以下

再造林面積
(2020 年度)

236ha

(2023 年度)

196ha

(毎年度)

500ha
基準値以下

木質バイオマス（チップ）用

材生産量

(2020 年度)

5.7 万ｍ３

(2023 年度)

11.0 万ｍ３

(2030 年度)

10 万ｍ３
目標値以上

メタネーション技術を導入

した工場等の件数

(2020 年度)

０か所

(2023 年度)

０か所

(2030 年度)

１か所以上
Ｃ
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戦略４＜徹底した省エネルギーの推進＞

○活動指標

指標
（年度）

基準値

（年度）

現状値

（年度）

目標値
評価

省エネ診断実施回数
(17～20 年度）

累計 260 回

(2022～

2023 年度)

累計 260 回

(22～30 年度)

累計 630 回
Ａ

事業所の省エネ化に関する

セミナー等参加者数

(17～20 年度）

平均 138 人

(2023 年度)

184 人

(毎年度)

200 人
Ｂ

住宅の省エネ化に関するセ

ミナー等参加者数

(2020 年

度）

158 人

(2023 年度)

501 人

(毎年度)

400 人
目標値以上

BELS 認証を受けた住宅件数

(2020 年

度）

累計 54 件

(2023 年度)

累計 116 件

(2030 年度)

累計 150 件
Ａ

ふじのくに COOL チャレンジ

「クルポ」アクション数

(2020 年

度）

159,518 回

(2023 年度)

1,608,830回

(2025 年度)

1,200,000 回
目標値以上

公用車の電動車化率

(2021 年

度）

6.1％

(2023 年度)

10.6％

（2030 年度）

100％
Ｃ



「エネルギー総合戦略見直し」（骨子案）

・見直しのポイント
○2040 年を見据えた再エネ等の導入拡大に向けた政策の
方向性や取組を提示
○本県のＧＸを強力に推進するため、エネルギー関連産業
の振興に資する取組を強化

・目指す姿
○経済と環境が好循環する「ＧＸ先進県しずおか」
○2050 年カーボンニュートラル社会の実現

・目 標 再エネ発電導入量 ○万 kW 等
（2030年度） ※指標については今後
・見直しの方向性

・戦略の計画期間の2030年までは、技術革新などを待たずに直ちにできることを実行

・併せて、2040年を見据えた、技術革新の推進などの長期的な視点での取組を平行して実行

・経済と環境が好循環する「ＧＸ先進県」実現のため、更なる再エネ拡大とエネルギー関連産業の振興に資する取組強化

・静岡県次期総合計画をエネルギー政策の面から補完する分野別計画

・計画期間：2026～2030（５年間）

・再エネ導入量は 2030 年目標達成に向けて順調に推移してきたが数値の伸びが鈍化

・脱炭素社会実現には再エネ導入に加え、経済と環境の好循環を促すＧＸの推進が必要

１ 産業活動の脱炭素化

・脱炭素経営への転換に対応できない中小企業は受注を失うリスクがあるが、取組に遅れ

・排出量取引制度や化石燃料賦課金等の導入など、カーボンプライシングの動きが本格化

・運輸部門はＣＯ２排出量の約２割を占めるが、次世代自動車の普及台数の伸びは順調で

はなく、特に商用車については取組に遅れ

・2050 年カーボンニュートラル社会の実現は現在の技術だけでは達成困難

２ 再生可能エネルギーの最大限の導入

・バイオマス燃料の確保が困難になり、新規導入は太陽光発電に偏り

・メガソーラー等の大規模発電設備の導入適地は限定的

・再エネ発電量の増加に伴う系統への出力制御が頻発

３ 省エネルギー社会の形成

・エネルギー消費量削減率は順調に推移しているが、今後はＤＸ、ＧＸの進展に伴うＤＣ

や半導体工場の増設により、電力需要は増加する見通し

・ウクライナ侵略によるエネルギー価格上昇等エネルギー安全保障確保の重要性が高まる
・ＤＸ、ＧＸの進展に伴い電力需要が増加
・「2050 年カーボンニュートラル実現」に向けた野心的な目標は維持しながらも、経済性
とエネルギー安定供給のバランスを取る現実路線へ転換

・カーボンニュートラル実現に向けたエネルギー転換を自国の産業競争力強化につなげる
ための政策を強化

・令和２年 10 月に 2050 年カーボンニュートラル宣言
・ＧＸ2040ビジョンを策定し、経済政策とエネルギー政策を一体的に推進
・エネルギー基本計画の見直し（脱炭素電源（再エネ、原子力）の最大限活用）
・水素社会推進法、改正再エネ海域利用法、改正再エネ特措法の施行

・ＧＸ先進県となり脱炭素社会を実
現するには関連産業の技術革新
が不可欠であり、企業の前向きな
挑戦への支援が必要

④徹底した省エネの推進

中柱 小柱：具体的取組

◎2050 年脱炭素社会、国の 2040 見通しを見据えた 2030 年目標に向けた取組の柱◎次期計画の目標等

◎計画の位置付け ◎現状と課題

◎計画策定の背景

ڼ
ۍ
੔
ਤ
਩
ख
ङ
उ
ऊ

<

世

界>
<

日

本>

・産業、業務、家庭、運輸それぞれの分野での徹底した省エネルギー対策、省エネ
産業を成長分野として育成することが必要

・プラットフォームを通じた産業支援

ڼ
ۍ
भ
௓
ਤ

２ 再エネの拡大

③再エネの最大限の導入

・適地が少なくなる中、導入拡大には新たな開発適地の発掘や太陽光以外の
電源の導入可能性の検討も必要

・発電した再エネを有効に活用する手法が必要

・カーボンニュートラルなものづくり
を実現するための支援施策が必要

・電化困難分野での水素需要の掘り起
こしが必要

１ ＧＸの推進

①ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ中心の産業活動
への転換による競争力強化

３ 省エネの推進

・次世代型太陽電池技術開発支援

・FC商用車の導入促進

・洋上風力のサプライチェーン形成支援、人材育成支援

・蓄電池の活用、余剰電力の水素化

・洋上風力の取組

・住まいの省エネ化、ZEB・ZEHの普及啓発

・運輸部門の省エネ化
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ग़
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・省エネ技術開発

・山梨連携等による水素関連産業への県内企業の参入促進

・水素を活用したモデル地区の形成と横展開

・エネルギー関連のスタートアップとの連携の促進

・工業団地等の造成時に再エネの導入促進

・生産設備の改良・高効率化、コジェネ導入

・次世代型太陽電池普及促進

電化・カーボンニュー
トラルなものづくり

大柱

水素需要の拡大

次世代技術の開発支援

関連分野への
ビジネス参入促進

・家庭や事務所への再エネ設備の導入促進

地域と共生した
再エネの導入拡大

再エネの有効活用

・省エネ診断等を実施するｴﾈﾙｷﾞｰ管理の高度専門人材育成

①ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ中
心の産業活動
への転換によ
る競争力強化

②技術革新推進

ગ
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③再エネの
最大限の導入

④徹底した
省エネの推進

普及啓発

設備導入

※太字は新規取組
）

・遊休地への導入促進

੕
ฐ

・カーボンプライシングへの対応支援（Ｊ-クレジット等）
）

②技術革新推進

資料３



静岡県エネルギー戦略推進会議設置要綱

（趣旨）

第１条 静岡県の豊かな自然のエネルギーを活用するとともに、エネルギー関連産業

の振興を図ることで、カーボンニュートラルを実現するための施策を検討する「静

岡県エネルギー戦略推進会議」（以下「推進会議」という。）を設置する。

（組織）

第２条 推進会議の委員は、次に掲げる者のうちから知事が委嘱する。

（１）学識経験者

（２）エネルギー事業関係者

（３）その他有識者

２ 知事は、必要があると認めるときは、特別委員を委嘱することができる。

３ 委員（学識経験者を除く）は、必要があると認めるときは、当該委員が所属する

団体、企業又はグループ企業の中で、議事にかかる実務経験を有する者をあらかじ

め指名し、その職務を代理させることができる。

（任期）

第３条 委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残期間と

する。

（会長及び副会長）

第４条 推進会議に会長及び副会長を置く。

２ 会長は知事が指名し、副会長は会長が指名する。

３ 会長は、会務を総理する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。

（部会）

第５条 推進会議は、必要があるときは、部会を置くことができる。

２ 部会に属すべき委員及び特別委員は、会長が指名する。

３ 部会に部会長を置き、会長が指名する。

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。

（会議）

第６条 推進会議は会長が、部会は部会長が招集する。

（意見の聴取等）

第７条 会長又は部会長は、必要があると認めるときは、専門的事項に関し学識経験

のある者及び関係人に対し、推進会議又は部会への出席を求め、その意見を聴取し、

又は説明を求めることができる。

（庶務）

第８条 推進会議及び部会の庶務は、経済産業部産業革新局エネルギー政策課におい

て処理する。

参考資料



附 則

この要綱は、令和７年５月 13 日から施行する。


